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[事実の概要]

　X(原告・被控訴人・被上告人)は,昭和57年頃から,自己の開発した技術を用いて日本国内で製造したプリンター等(本件装置と呼ぶ)を,Xの子会社である米国法人・訴外A社に販売し,A社は米国内及び中南米地域において販売していた。

　米国法人・訴外B社は,昭和51年6月28日,特許番号第4118129の米国特許権(本件米国特許権と呼ぶ)を取得していた。また,昭和50年7月1日に日本における対応特許の出願がされ,同51年3月3日に出願公開がされた(日本特許権設定登録は昭和63年1月14日)。

　B社は,Xを含む日本企業の製品により自社製品の米国内市場における市場占有率が低下した事態に対処するため,昭和58年3見から同59年1月にかけて,米国国際貿易委員会(ITC)に対し,日本製品はB社の米国特許権を侵害するものであるなどと主張して,当該製品の米国内への輸入差止めの申立て(本件申立てと呼ぶ)をした。

　B社は,Xに対し,XがB社に使用料(ロイヤルティ)を支払うこと,B社が本件申立てを取り下げることなどを骨子とする和解の申入れをした。Xは,日米貿易摩擦が激化していた当時ITCが米国企業保護の決定をする可能性を恐れ,和解交渉に応じ,昭和58年11月17日,その旨の契約(本件契約と呼ぶ)を締結した。このとき,B社が日本で対応特許を有するかは話題にならなかった。

　本件契約に基づき,XはB社に対して源泉徴収税額を控除することなく昭和58年12月に40万ドル,同59年4月に36万ドル(本件各金員と呼ぶ)を支払った。

　昭和60年6月29月,Y税務署長(被告・控訴人・上告人)は,本件各金員は所得税法161条7号イ所定の国内源泉所得に該当するとして,Xに対し,徴収納付義務に関する納税告知及び不納付加算税賦課決定をした。Xは,国内源泉所得に該当しないとして,それらの処分の取消しを求めた。1審(東京地判平成4・10・27行裁例集43巻l0号1336頁)・2審(東京高判平成10・12・15判タ1061号134頁)ともY敗訴。Yが上告。
[判旨]

　上告棄却(2名による反対意見がある)。

　(1)　「前記事実関係等によれば,本件契約の目的は,B社がXの米国内における本件装置の販売拡大を防ごうとして米国内への本件装置の輸入差止めを求める本件申立てを行ったことを受けて,XがB社との間の本件米国特許権(これは米国内においてのみ効力を有するものである。)に関する紛争を解決して本件装置を引き続き米国に輸出するととを可能にすることにあ」る。したがって本件各金員は「本件米国特許権の実施料として支払われたものと解される」。

　(2)　「本件契約中には,B社は,Xが本件契約で定あるロイヤルティを支払うことを条件として,X及びその関連会社が本件米国特許権に基づき本件装置を世界中で製造し又は製造させることを許諾する旨の文言……や,本件各金員は,本件申立ての終結と本件米国特許権に関するXとB社との間の未解決の紛争の解決に対する対価である旨の文言……があるが,これらは,上記の本件契約の本体を成す合意に付随するものであるにとどまり,本件各金員が本件米国特許権の米国内における実施料として支払われたものであるという上記判断を左右するものではない。」

　(3)　「また,B社及びその関連会社が,その所有し,又は支配する本件米国特許権に対応する特許権に基づく権利主張をしない旨の条項……も,本件契約においてロイヤルティの権原とされた本件米国特許権を除いたB社及びその関連会社が所有し,又は支配するその対応特許権に関するものであり,これと……X及びその関連会社が所有し,又は支配する特許権との間において,相互に無償で権利主張をしない旨の合意をしたものと解されるものであるから,上記判断を左右するものではない。」

　(4)　「なお,Xは,自らは本件装置を米国内に輸入して米国内で販売等をしておらず,本件米国特許権の侵害を問われる立場にはない者であるが,その関連会社である米国子会社が米国内において本件装置の販売等を行うことができなければ経済的打撃を受けるという関係にあり,米国子会社の米国内における上記事業を可能にするためにX自ら本件契約を締結したものということができるから,これをもって特に異とすべきものとはいえない。」((2)～(4)は原文では改行されていない)
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